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１１１１．はじめに．はじめに．はじめに．はじめに    

本研究においては、アジア、環太平洋地域における

CCP 有効利用技術の向上と、アジア、環太平洋地域で今

後増大する見通しとなっている二酸化炭素を始めとし

た環境汚染物資排出量の抑制を目的とし、研究を進めて

いく。 
 

２．提案に向けた調査２．提案に向けた調査２．提案に向けた調査２．提案に向けた調査    

2-1 現状調査 

1) 地球温暖化に対する日本の現状と今後の方針 

日本では省エネルギー技術が相当程度進み、産業構造

も高度化している。これはつまり、二酸化炭素排出削減

の余地は限られており、温室効果ガス排出削減のための

費用は非常に高くなるということであり、自国内におけ

る削減は、容易ではないということである。 

省エネルギー技術の高さゆえ、国内においてこれ以上

の削減は難しいが、しかし、エネルギー消費の効率化や

燃料転換等に未だ余裕がある先進国、もしくはエネルギ

ー消費効率が低い発展途上国では、低い費用で温室効果

ガスの排出を削減する余地が数多く存在する。このこと

から、先進国や開発途上国の間での協力関係を深めなが

ら取り組んでいこうという試みが生まれつつある。 

2) 途上国の現状 

日本と身近な発展途上国として、アジア諸国があるが、

特に中国とインドにおける目覚ましい経済成長に伴う

エネルギー消費量の増加が著しい。特に石炭消費量の増

加が著しく、世界の石炭消費増加量のうち 75％はアジ

アによるものである。この見通しの理由としては、急激

な経済成長による電力不足や停電などの問題があり、そ

れに伴う微粉炭火力発電所の急速な新設・増設が行われ

ていることが挙げられる。 

3) 石炭利用量増大に伴う問題 

アジアにおける石炭需要の増大に伴って、石炭の燃焼

後に発生する CCP の扱いも非常に重要な問題である。

石炭灰は産業分野(特にセメント分野)において、CO2

排出量軽減等の環境負荷低減の効果がある物質として

廃棄物有効利用の分野で注目されており、日本において

も有効利用に関して技術研究が進んでいる。 

しかし、アジア地域においては大量に排出されている

にも関わらず、有効利用技術が発達していない現状にあ

る。近年の石炭灰年間排出量は、日本で１千万トン、イ

ンドネシアで３千万トン、中国で１億トン、インドで１

億１千万トンと、非常に大量に排出されており、今後の

石炭消費利用量の増加に伴い、排出量はさらに増加する

と予測される。 
 

2-2 石炭灰に関する調査 

1) 石炭灰の分類 

石炭灰はその発生過程において、フライアッシュとク

リンカアッシュに分けられる。クリンカアッシュとフラ

イアッシュ（シンダアッシュ含む）の発生割合は、概ね

5～15％：85～95％である。 

2) 国内有効利用の現状 

国内の石炭灰の発生量、有効利用量、有効利用率の推

移を見ると、発生量、有効利用量共に年々上昇しており、

石炭灰の発生量は平成１７年度には１，１１５万トン、

有効利用量は１，０６７万トンと、１，０００万トンを

突破している。また、有効利用に関しては、事業別の有

効利用率は全体で９５．７％という非常に高い数字とな

っている。 

有効利用分野別に見ると、セメント分野での利用が最

も多く、毎年全体の６割以上を占め、平成１７年度の利

用分野別では、全体の６８％（７３４万トン）を占める。

以下が有効利用例の一部である。 

(1)ポルトランドセメント原料 

セメント製造原料として使用される粘土の代替材料

として利用されている。セメント原料として平成 17年

度で約 490 万ｔ程度の石炭灰が利用されている。普通

ポルトランドセメントへの石炭灰の利用可能量は、セメ

ント製造量に対して 9.5%程度といわれており、既に可

能量に達している。加えて、近年は建設需要の低迷から

セメント製造量が減少傾向にあり、今後、セメント製造

における石炭灰の利用可能量の増加は見込めないこと

から、セメント原料分野への石炭灰の供給は飽和状態に

近づいているといえる。 

(2)フライアッシュセメント原料 

フライアッシュセメントは、普通ポルトランドセメン

トに、５％～30％のフライアッシュを混合して製造さ

れた混合セメントであり、アルカリ骨材反応の抑制や、

マスコンクリートの発熱抑制に効果を持つ。しかし需要

に関しては、同じ混合セメントであり、同様の効果を持

つ高炉スラグ微粉末を用いた高炉セメントと比較する

とはるかに需要は少ない。高炉セメントは混合比率が

30～60％と高いことや、製鉄所毎のスラグの品質に差

が少ないことにより低コストでの製造が可能であり、フ

ライアッシュセメントより低価格で供給されている。こ
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れがフライアッシュセメントの需要が伸びない大き

な要因であると考えられる。 

(3)コンクリート用混和材 

フライアッシュは、コンクリートのワーカビリティの

改善やアルカリ骨材反応抑制、水密性・耐久性の向上、

水和熱の抑制などの効果を目的として、混和材としてダ

ム本体等のマスコンクリートや、海水・汚水と接するこ

と等により耐久性を要する構造物に利用されてきたが、

近年では吹き付けコンクリートや、高流動コンクリート

等へ適用され、利用用途が拡大しているが、コンクリー

ト全体の需要の中での比率は極めて小さい。要因として、

品質の変動に対する対応、オーダーへの即応体制等の課

題がある。一般的に生コン工場ではフライアッシュ用の

サイロが無いため、発注者からの要求の都度フライアッ

シュを混和したコンクリートの製造を行う場合が多い。

このことから一般の市場に出にくい環境にあるといえ

る。また、フライアッシュ混合コンクリートの短所とし

て強度発現が遅く、養生に期間を要することも市場流通

を阻害する要因と考えられる。 
 

2-3 セメント産業の国内外の状況 

1) 世界のセメント生産量 

世界の生産量は1990年の11.5億トンから2006年の

25.0億トンへと倍増しているが、その多くは中国の増産

によるものである。世界に占める中国の生産シェアは

2005年には45.0％とほぼ半数を占めるまでに伸びてい

る。セメント産業はエネルギー多消費型産業であり、生

産コストの中でエネルギー費が高い割合を占めている。

したがって、早くから省エネルギー対策について最重要

課題として取り組み、色々な新技術を開発・導入をして

きた産業である。日本では、省エネの取り組みが他国に

比べ進んでおり、世界でも最高水準のエネルギー効率を

誇っている。 

2) 日本のセメント分野における石炭灰有効利用につ

いて 

 セメント・コンクリート分野における有効利用技術に

関する項で述べたように、セメント原料としての利用で

はすでに可能量に達しており、国内のセメント生産量の

増加も見込めない日本において、ポルトランドセメント

の原料として使用するには限界が見えている。混合セメ

ントとしての利用についても、同種の高炉セメントに比

べると、扱いやすさやコストパフォーマンスにおいて劣

るため、なかなかシェアが伸びないでいる。今後、セメ

ント原料において有効利用の拡大が望めない状況に対

して、国内における石炭灰排出量は増大していく見通し

である。今後も有効利用を考えていくならば、セメント

原材料以外の部分でシェアの拡大を図る必要があると

考える。幸いなことに、有効利用技術に関しては様々な

技術が開発され、各所にて実用されているが、セメント

原材料に比べると比較的まだ新しい技術のため、シェア

の拡大はいまひとつといったところである。 
 
３．考察３．考察３．考察３．考察    

国内における CCPの有効利用分野のうち、最も大き

な割合を占めるセメント分野において、中国を中心にア

ジアのセメント生産量は増大している現状にある。また、

今後増大する石炭使用量に伴い、石炭灰の排出量も拡大

していく見通しである。増加し続ける石炭灰の有効利用

を進めることは急務といえるが、有効利用技術はあまり

浸透していない現状にある。 

 国内においては、現状でこれ以上の有効利用を考える

ことは苦しい段階にあり、これを克服していくには、シ

ェアの低い部門を拡大していくことが最も重要と言え

るが、技術利用は少ない現状にある。これは石炭灰の有

効利用技術が広く浸透していないことが原因の一端と

考えられる。 

 国内においてもアジア地域においても、今後増加の一

途を辿る石炭灰の有効利用を考える場合、有効利用技術

の浸透が第一歩だといえる。 
 
４．情報ネットワークの構築４．情報ネットワークの構築４．情報ネットワークの構築４．情報ネットワークの構築    

現状の打開策として、CCP有効利用情報のネットワ

ークを構築することを提案したい。ネットワークを構築

し、国内の有効利用技術を発信していくことで、各地で

情報の共有を図り、有効利用技術を浸透させることがで

きれば、今後も増加する石炭灰の利用において大きな手

助けとなる。情報の充実、それによる利用技術の向上、

利用の促進等が図れ、非常に大きな効果が期待できる。 
 
５５５５．まとめ．まとめ．まとめ．まとめ    

日本の技術は非常に高い段階にある。対して、近隣ア

ジアにおいてはそれほど高い水準にはなく、加えて今後、

石炭を中心に消費エネルギー量は増大する見通しであ

る。石炭の消費量増大に伴う CCPに関しては有効利用

情報化、情報ネットワークが構築されれば、情報の充実、

利用技術の向上、利用の促進等が図れ、環太平洋地域に

おける廃棄物有効利用、二酸化炭素排出量の削減等、環

境負荷の低減にも大きな効果が期待できる。 
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